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論　　文　　の　　要　　旨

　農家の兼業深化が全国的に進むなかで、農業環境の変化に対応した新しい形態の自立型農業経営

が近年広く成立しつつある。これらの自立型農業経営はヨ地域の自然的諸条件とともに，社会経済

的立地条件を敏感に反映しており，現代日本における農村の地域性を解明するうえで重要な手がか

りを提供している。本論文は，このような自立型農業経営の形成過程と存在形態を争その置かれて

いる地域の諸条件と関係づけて検討することによってヨ調査農村の地域的特性を地域生態論的観点

から把握するための方法論的試みである。すなわちヨ本論文はヨ広い地域を対象にした従来の地域

性分析の方法とは大きく異なりヨある地域を特徴づける卓越的地理事象に関してラその詳細な悉皆

調査を行える程度の微細地域を集中的に研究することによってヨ地域性の本質がより明確に把握で

きるという立場に立脚している。

　調査地区である茨城県出島村下大津はラ首都圏の近郊外縁地帯に位置し。都市化の浸透にともなっ

て近年急速に変貌しつつある農村地域である。自立型農業経営としては，蓮根を中心とする野菜栽

培ヨ花卉栽培ラ養豚経営などヨ狭い地区の中に多様な商業的農業の経営類型が成立しておりヨメガ

ロポリス地帯における農業的特質がヨ本地区にまで拡大していることを示している。これらの経営

類型はいずれも最近10数年の問に形成されたものばかりである。以前の自給生産部門を多量に含ん

だ伝統的農業経営に対して、かつて近郊農業地域に特徴的にみられた集約的生産部門がラ遠心的に
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その立地範囲を拡大させており、これが調査地区における自立型農業経営の多様さをもたらしてい

る。しかし骨労働カの都市化が顕著なほどには土地利用の都市化が進んでいない近郊外縁地域の性

格を反映して，調査地区の自立型農業経営にはいくつかの共通な性格が認められる。まず、経営耕

地面積は2haとかなり広くうまた徐々に拡大する傾向がみられる。経営は中心となる集約的生産部

門に専門化する傾向がみられる。農業労働力は家族内でほぼ完結している。またラ農作業リズムの

異なるいくつかの経営部門を組み合わせることで雪これらの家族労働力を一年中完全燃焼させる工

夫がなされている。非自立型の農家については、その多くが労働力の商晶化によって所得を確保す

るとともに骨所有耕地に関してはヨ都市化への期待感から資産維持的な粗放的土地利用を行ってい

る。このため昏自立型農家による一部の土地の集約的利用と、その他の農家による土地の粗放的利

用というアンバランスが広く認められる。

〔批　　評〕

　地域性の解明はヨ地理学研究の本質的課題でう地誌学的研究の多くはラ従来、ある程度の広さを

もつ地域について事その構成単位地区に関する平均値データのつき合せをもって地域性考察の主た

る方法としてきたが、統計数値のみからは精密な議論ができないという不満が常につきまとってい

た。著者は詳細な悉皆調査を行なえる程度の徴細地域における観察と系統的分析から雪広い地域が

共有する性格を把握する方法を案出し骨農村集落および農業の分析を手がかりとして実証した。著

者の方法は雪従来試みられてきたものよりもはるかに手順が明確であり雪論理的構成も確実でありヨ

その実証研究の結果とともに高く評価されるものである。事例地域の分析をヨその地域を包含しラ

ー部とする大地域の性格づけに結びつける論理に精密度を必要とする点が若干残されているが雪こ

の分野の発展に寄与するところが大きい。

　よってヨ著者は理学博士の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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高水分域の波状伝播現象が観測された。これらの事実は見掛け上3．6～9．O㎜／dayの速度をもつ速

い流れの存在を示唆した。

　2）pF3．0を境とする2種類の土壌水のトリチウム濃度は雪いずれも深さともに指数関数的に

増大しラ降水のトリチウム濃度の時系列変化に類似していた。したがって土壌中における停滞水

の存在は否定された。

　3）同一深度の自由水と非自由水をを比較すると，自由水のトリチウムのほうが非自由水のそ

れよりも全体的に若干低い。これは最近の降雨の影響が自由水により強く現われていることを示

し，前述した見掛の速い流れの存在を支持した。

　4）大雨後に洞穴に浸み出す水のトリチウムの濃度は洞穴直上部の土壌水のトリチウム濃度よ

りも低くヨ浸み出し量が増すとトリチウム濃度が低下する傾向が認められた。

　5）分散を考慮したDisp1ace㎜ent　F1owMode1による計算結果は曾実測のトリチウムプロファ

イノレと形状、総トリチウム量ともによく一致した。特に水分子の自已拡散係数を用いた解析結果

は実測値と最もよく一致し，土壌水の流れが基本的にはdisp1acement　f1owであることが示され

た。

審　　査　　の　　要　　旨

　関東ローム層で覆われた洪積台地の地下水位はヨ降雨に対する反応時間が数日程度と著しく短い。

一方，水収支的に求まる関東ローム層中の土壌水の滞留時間は数年以上ときわめて長い。両者を結

びつけると説としてこれまでに大間隙説害圧力伝播説、非ダルシー流説等が提出されていたが里い

ずれも実証的データを欠いていた。本論文は環境トリチウムをトレーサーとして雪環境中の水の豊

富なトリチウム濃度測定値に基づきラ関東ローム層中の土壌水の降下浸透機構の実態を明らかにしラ

さらに上記の問題点について、分散を考慮したDisp亘ace㎜e批F豆owModelにより定量的考察を加え

たものである。

　著者の研究によりヨ我が国のような湿潤気候の下では、多量の降雨の後には相対的に大きい問隙

を伝わる水みち的な流れが発生するが、関東ロームのようは高水分の土壌ではこれらの流れの効果

は小さくヨ大部分の水分は小聞隙をピストン流的に降下するためヨ土壌水の流れは弱い分散を伴う

Disp玉aceme批F玉owMode1で充分説明できることが判明した。このモデルを用いることによりヨ地

下水への溺養量を容易に求めることが可能になり害本研究地域では2．5㎜／曲yと求まった。この数

値は日本の平均溺養量1㎜／dayをはるかに上回るものであり，関東ローム層で覆われた丘陵地の溺

養特性を示している。このことは人エトレーサーによる地下水濁養量測定の可能性を開いたものと

して極めて高く評価することができる。またヨ停滞水の存在の否定ならびに水みち流の貢献度の定

量的評価に関する本研究の成果はヨ土壌中の汚染物質の挙動を記述する流れモデルの基礎となるも

・のでヨ土壌水の研究に貢献するところ極めて大と評価できる。
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